








Turbulence in the Policy of “Equalizing” Secondary Education in South Korea 





In South Korea, in order to ease the intense competition which lies in the background of the rap-
id increase in the enrollment rate, a policy of “equalizing” secondary education has been maintained 
for more than 40 years through the selection of the admissions school for all students of middle 
schools and ordinary high schools, including private schools, using a lottery system. This “equaliz-
ing” policy has received a certain amount of support from the public and has been praised since it 
had the effect of calming the intense competition to get into school, and of controlling the cost of 
“private education” such as cram schools. On the other hand, problems due to the “equalizing” have 
been pointed out such as the standardization of high school education and the “downward equaliza-
tion” of academic achievement. In response to these criticisms, the government has been imple-
menting “complementary measures” to the “equalizing” such as establishing schools that provide a 
higher standard of education for certain students. 
In the 1990s, South Korea’s education reform reached a new phase. Under the vision of re-
sponding to a knowledge-based society, the provision of diverse education by schools came to be 
required in order to be able to develop creative human resources. There was also a political regime 
that emphasized a neo-liberal policy, and the diversification of school education and expansion of 
the autonomy of the schools as well as the fostering of a competitive atmosphere came to be actively 
encouraged. In addition, the revision of an academic society was seen as the ultimate goal, with the 
focus on careers education in secondary education and expectations of learning activities in accord-
ance with the respective career design at the high school stage. 
In this way, the environment affecting the “equalizing” is undergoing a great change. However, 
the system of “equalizing” still remains rigid, and students who wish to go on to high school still 
have very little choice in selecting a school. Curriculum reform has been proactively carried out for 
the purpose of developing the human resources who are required in a new era, but the current situa-
tion is that institutional reform connecting the middle schools and high schools, which is required to 
aid in effective implementation of the reform, has not kept pace. This paper is based on the reality 
that it would be difficult to abolish the “equalizing” at the present time, but based on the direction of 
education reform in South Korea in recent years, considers what kind of improvements to the system 
would be possible to achieve connections between the middle schools and high schools. 
  




























 1948 年の大韓民国成立後、学校教育制度は、僅かに 6－4－2 制という時期があったものの、最終
的には 6－3－3 制に落ち着いた。当時、義務教育は国民学校（現初等学校）の 6 年間と定められ、
1960 年には就学率が 95.3％に達した。中学校は義務教育ではなかったが、国民学校からの進学率は
1948 年の 21％から 1955 年の 46％へ大きく拡大した。高校の場合も同様に、中学校からの進学率は















 1) 中学校 
 1984 年に義務教育となった中学校の入学者は、私立も含めた学校群内の学校に抽選で配置される。
公立私立ともに、無償である。 
 義務教育について定める「初等中等教育法」第 12 条は、その第 3 項で「地方自治体は、･･･私立
の初等学校・中学校又は特別支援学校に義務教育対象者の一部に対する教育を委託することができ







68 条は、当該地域の教育監 (2)の定める範囲内で、中学校進学予定者が 2 校以上の進学希望を出すこ
とを可能としている。 
 







高校の入学者選抜の実施権者について定めた「初等中等教育法施行令」第 77 条第 1 項によると、
高校の入学者選抜は学校の長が行うと定められている。しかし、続く第 2 項において、「第 1 項にか
かわらず、次の各号の要件を全て満たす地域として、広域市・道の条例で定める地域内に所在する













 入学者の選抜方法について定めた「初等中等教育法施行令」第 82 条第 2 項は、教育監が実施する
入学者選抜を含む後期日程の高校入学者の選抜方法について、中学校の学校生活記録簿（日本の指
導要録に相当）又は試験の結果などと定めている。また、選抜者の配置方法については、同施行令






校の入学者選考を実施する地域に関する規定」（2007 年 2 月 9 日）が平準化地域を定めている。 
２．平準化の現状 
⑴ 平準化地域 













となるため、高校が 1 校しかないような過疎地域は平準化する意味がないのである。 
 2011 年現在、平準化地域に所在する普通高校数は 850 校で、非平準化地域は 569 校である (3)。学
校数でみると、普通高校のうち、平準化地域に所在する学校は全体の約 6 割という計算になる。し
かし、在学生数でみると、平準化地域の普通高校在学者数 99 万 959 人に対し、非平準化地域は 39
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 前期校については、受験生が特定の学校を志願することができ、入学者選抜も各学校の長が行う。
選抜にあたっての参考資料としては、学校生活記録簿のほか、中学校教員の推薦書や面接・実技な















択制」では、志願者の希望を踏まえたうえで、3 段階にわたる抽選が行われる。第 1 段階では、志
願者は希望校をソウル市内全域から 2 校選択し、出願する。この希望に基づき抽選が行われ、各高
校の入学定員 20％が決定する。第 2 段階では、第 1 段階で入学先が決まらなかった志願者が、居住
地が属する学校群の高校から 2 校選択し、出願する。抽選で各高校の入学定員 40％が決定する。第





















 特目高の法的根拠は、「初等中等教育法施行令」第 90 条に求められる。同条項は、李明博政権の













科学高校 26 校 － 6,062 人 － 
外国語高校 31 校 17 校 20,863 人 13,840 人 
国際高校 7 校 1 校 3,078 人 299 人 
体育高校 15 校 － 3,689 人 － 
芸術高校 28 校 17 校 17,522 人 12,921 人 
マイスター高校 36 校 4 校 15,714 人 2,116 人 
合 計 143 校 39 校 66,928 人 29,176 人 
表注：表中の科学高校には、6 校の科学英才学校が含まれている。 































業として打ち出された「高校多様化 300 プロジェクト」は、2012 年までに 300 校の新たな高校種を
認定する内容であった。 
 同プロジェクトで導入されることになった新たな高校種とは、自律型私立高校とマイスター高校、


















 自私高は、2014 年現在、全国に 49 校（生徒数 4 万 7,993 人）設置されている。「2012 年までに 100
校設置」という当初の計画は、2011 年に教育科学技術部が発表した「自律型私立高制度改善方案」











 中学校と高校の教育の連続性は、旧「教育課程」まではより顕著に認められた。「第 7 次教育課程」
（1997 年公示）で導入された「国民共通基本教育課程」は、6 歳から 15 歳までの 10 年間のカリキ
ュラムを一貫した教育理念の下で編成するもので、高校は義務教育ではないにもかかわらず、その





従前の 10 年間から 9 年間（6～14 歳）に短縮され、呼称も「共通教育課程」に改められた。これに





































































































と「進学校型」を中心に－」『東京大学大学院教育学研究科紀要』第 49 巻、2009 年、369-380 頁。 
・金志英「韓国の「高校平準化政策」の導入による学校間序列の変化について」『東京大学大学院教育学研究科紀要』
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・韓国教育開発院『平準化政策が学業成就度に及ぼす影響の縦断的分析』2005 年。 
・高栄兎、金大逸「平準化の私教育の誘発効果と経済の効率性」『経済論集』第 46 巻第 1 号、2007 年、41～58 頁。 
 
【注】 
(1)  馬越徹『現代韓国教育研究』高麗書林、1981 年、49 頁。 
(2)  教育監は、広域自治体（道や広域市など）に設置される教育庁の長で、地方教育行政の執行機関である。住民
の直接選挙によって選出される。 
(3)  教育情報ネットワークセンター（http://edpolicy.kedi.re.kr/）、2016 年 2 月 22 日閲覧。 
(4)  石川裕之『韓国の才能教育制度－その構造と機能－』東信堂、2011 年、70～71 頁。 
(5)  金志英「韓国の高校平準化政策との関連から見る高校多様化－特殊目的高校の登場の二つの流れ「特殊目的型」
と「進学校型」を中心に－」『東京大学大学院教育学研究科紀要』第 49 巻、2009 年、371-372 頁。 
(6)  石川裕之、前掲書、75-77 頁。 
(7)  同前書、97-105 頁。 
(8)  同前書、105-6 頁。 
(9)  中学校 3 年生と高校 2 年生を対象に、韓国語と英語、数学の 3 教科について調査を実施している。社会と科学
については、中学生を対象に抽出調査を行っている。当初は初等学校 6 年生も対象だったが、児童の負担軽減を
目的に、2013 年度調査から対象から外された。 




(12) 2009 年 12 月 3 日、筆者インタビュー。 
(13) 韓国教育開発院「自律型私立学校運営の充実化方案研究」2011 年、25 頁。 
(14) 選挙に当たって進歩派教育監候補者たちは、自律型私立高校は教育機会の不平等に繋がるとして、同制度の廃
止を公約として掲げた（東亜日報 2014 年 6 月 5 日）。 
(15) 教育部「私教育の軽減及び公教育の正常化対策」2014 年、2 頁。 
(16) 日本の合計特殊出生率が 1.43（2013 年）であるのに対し、韓国の場合は、1.19（2013 年）である（内閣府『平
成 27 年度版少子化社会対策白書』2015 年、24 頁）。 
(17) 教育科学技術部が 2012 年 4 月に発表した「学校におけるキャリア教育の目標と達成基準」は、普通高校にお
けるキャリア教育の目標について、「中学校までに形成された進路開発力を向上させ、高校以降の進路をデザイン
し、それを実現させるために準備する」と定めている。 
 
